
平成 27年５月 13日 

各   位 

会 社 名 株 式 会 社 ヨ コ オ 

代表者名 代表取締役兼執行役員社長 徳 間 孝 之

（コード番号 6800 東証第１部） 

問合せ先 執行役員管理本部長 横 尾 健 司

（ＴＥＬ 03－3916－3111） 

剰余金の配当（期末配当）に関するお知らせ 

当社は、平成 27年５月 13 日開催の取締役会において、下記のとおり平成 27年３月 31日を基準日と

する剰余金の配当（期末配当）に関する議案を、平成 27 年６月 26 日開催予定の当社第 77 期定時株主

総会に付議することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．剰余金の配当（期末配当） 

決定額 
直近の配当予想 

（平成 26年５月 14 日公表） 

前期実績 

（平成 26年３月期） 

基 準 日 平成 27 年３月 31日 同左 平成 26年３月 31日 

1 株 当 た り 
配 当 金 

10円 ５円 ５円 

配当金の総額 200,048 千円 ― 100,024 千円 

効 力 発 生 日 平成 27 年６月 29日 ― 平成 26年６月 30日 

配 当 原 資 利益剰余金 ― 利益剰余金 

２．理由 

当社は、株主に対する利益還元の充実を経営上の重要課題の一つと位置付け、各事業年度の配当

につきましては、成長事業分野に対する生産設備、新規事業に対する技術開発投資及び市場開拓投

資のための内部留保を勘案しつつ、安定的な配当を継続的に実施することを基本方針としておりま

す。 

当期につきましては、平成 26年５月 14日公表の業績予想値に対し、営業利益は下回ったものの、

経常利益及び当期純利益は大幅に上回る結果となりました。当期の期末配当金につきましては、上

記基本方針に基づき、今後の事業拡大のための設備投資・研究開発投資、財務安定性のための内部

留保を確保しつつ、次期の業績見通しなども勘案し、１株当たり 10 円（平成 26 年５月 14 日公表

の期末配当予想に比べて１株当たり５円の増加）とさせていただきたく、平成 27年６月 26日開催

予定の当社第 77 期定時株主総会に付議することを決定いたしました。なお、当期は１株当たり４

円の中間配当を実施しておりますので、この場合、通期の配当金は１株当たり 14 円（連結配当性

向 17.4％）となります。 

以 上


